
 

 

 

 

 

 

有料老人ホーム 

自然災害ＢＣＰモデル 

(210818初版) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年８月１８日 

 

   公益社団法人  全国有料老人ホーム協会 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

◆目 次 

 

本ＢＣＰモデルの目的 

 

Ａ．ＢＣＰについて  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３  

Ａ－１ ＢＣＰ（事業継続計画）とは 

Ａ－２ 有料老人ホーム事業のＢＣＰ    

Ａ－３ 法令等の要請 

A－４ 本協会の取り組み 

 

Ｂ．ＢＣＰ総論  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

B－１ 基本方針の策定・周知 

B－２ 被災リスクの想定 

B－３ 発動基準の設定  

B－４  優先業務の設定 

B－５ ＢＣＰの見直し 

B－６ 災害対応に伴う訴訟リスク 

 

C．平常時の対応  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １９ 

C－１ 避難計画の策定 

C－２ 研修・訓練 

C－３ インフラ停止への備え 

C－４ 物資の備蓄 

C－５ 建物・設備の点検 

C－６ 人的体制 

 

D．災害発生時の対応  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 

D－１ 発生後の業務 

D－２ 復旧対応 

D－３ 外部連携 

 

E．モデル様式  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１ 

 Ｅ－１ ＢＣＰモデル様式 

 Ｅ－２ 避難確保計画様式(水防法に基づく国交省様式) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

■本ＢＣＰモデルの目的 

 

大規模地震がたびたび発生した昭和・平成の時代から、現在は気候変動等の影響により、特に台風

や豪雨等の自然災害が全国各地に甚大な被害をもたらすようになり、有料老人ホームの運営リスクが

高まっています。 

自然災害を防ぐことはできませんが、努力により減災することは可能です。有料老人ホームが入居

者の安心かつ安全な生活を守るためには、各ホームでどのような自然災害が起こりうるのかを想定し

て、万が一発生した場合でも可能な限りサービス提供を継続するための計画づくりが重要です。 

 

本ＢＣＰモデルは、本協会のこれまでの災害時会員支援の経験を踏まえ、特に大規模地震を例にし

たリスクの想定や平常時の備え、さらには発災後の活動についての考え方を、具体的な例示を含めて

取りまとめたものです。有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅におかれましては、これを参

考にされ、現実性が高く具体的な計画を作成していただくようお願いいたします。 

また、ホームが抱える他の自然災害リスクについては、本モデルを参考にした計画を検討し、特に

水防法や土砂災害法により「要配慮者利用施設」に指定されたホームにおいて義務付けられている避

難確保計画と避難訓練の実施内容についても、ＢＣＰに組み込んで一体的に運用されることをお勧め

します。 

 

なお、感染症対応のＢＣＰについては、厚生労働省が策定する「介護現場における感染対策の手引

き」を参考にしてください。 
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 Ａ－１ ＢＣＰ（事業継続計画）とは  

 

自然災害、特に地震は、世界で発生するマグニチュード６以上の地震の２０％が日本付近で発生し

ているといわれるほど頻発しています。 

特に平成になってからは、マグニチュード７クラスの大地震が複数回発生しています。 

 

地震名 発生日 最大震度 マグニチュード 

阪神・淡路大震災 Ｈ7.1.17 ６ ７．３ 

鳥取県西部地震 Ｈ12.10.6 ６強 ７．３ 

岩手・宮城内陸地震 Ｈ20.6.14 ６強 ７．２ 

東日本大震災 Ｈ23.3.11 ７ ９．０ 

熊本地震 Ｈ28.4.14 ７ ６．５ 

 

また近年では、台風や豪雨の頻回な発生に伴う土砂災害や河川の氾濫等によって、甚大な被害がも

たらされています。 

ＢＣＰとは、災害などの緊急事態における組織の事業継続計画（Business Continuity Planning）の

ことです。ＢＣＰを策定する目的は、自然災害など危機的な状況に遭遇した時に損害を最小限に抑え、

「重要な業務を継続」し、「早期復旧を図る」ことにあります。そのためには、平常時に行うべき活

動や緊急時の対応方法、手段をあらかじめ取り決めておく必要があります。 

特に日本では平成 23年の東日本大震災を契機にその重要性が注目されることとなりました。 

有料老人ホームには、元気な方から介護を必要とする方まで、様々な高齢者が入居しています。不

測の事態が発生しても、こうした入居者にとって欠くことのできないサービス提供を中断しない、ま

た可能な限り短時間で復旧するための方針、体制、対応等の計画について、有料老人ホームの「自然

災害ＢＣＰ」、と定義します。 
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ＢＣＰは細かく３段階に分かれます。  

 １段階目は「ＩＭＰ（初動計画）および重要手順」で、平常時の対応、発災時の被害状況の把握ま

でとなります。その後、２段階目の「ＢＣＰ（事業継続計画）」の実行に移ります。 

３段階目は「ＢＲＰ（事業復旧計画）」で、事業を維持しつつ、復旧に取り組む段階です。 

 上図のように、復旧には、時間とサービス提供内容(体制)の相関があると言われます。いかに短期

間で業務体制を整備するか、にかかっています。 

 

 

 Ａ－２ 有料老人ホーム事業のＢＣＰ     

 

大地震等の自然災害が発生した場合、有料老人ホームに生じる主なリスクは、 

 ・入居者、職員の死傷 

 ・建物、設備の損壊 

 ・社会インフラの停止 

 ・災害対応業務への人手不足 

 ・生活支援物資の枯渇   、等となります。 

特に入居者の生命、身体の安全を確保するためには、緊急時においても最低限のサービス提供の維

持、継続が求められるので、あらかじめ計画し備えておくことが重要です。 

 また職員については、過去の大地震発生時にホームで何日間も寝泊まりして業務に当たるなど、過

酷な労働環境におかれるケースも多く見られました。これを少しでも回避するためには、労働契約法

第５条の「使用者による、労働者の生命、身体等の安全確保」への取り組みが求められます。 

 さらに、災害発生後に被害が軽微でサービス提供に支障がない場合、近隣住民の支援を行うことも、

地域で生きる有料老人ホーム事業の公共性に鑑みて重要な役割です。 

ＢＣＰの策定では、可能な限りホームの災害リスクを洗い出し、それぞれについて【平常時の取り

組み】と【発生時の対応】を計画することにより、災害が発生してもホームが持つ力を最大限に発揮

して、速やかな復旧と事業の継続が可能となります。 

 

 



6 

 

 Ａ－３ 法令等の要請  

 

 有料老人ホームにおけるＢＣＰの策定については、令和３年４月１日改正の「有料老人ホーム設置

運営標準指導指針(厚生労働省)」に規定されましたが、その詳細は同時期に改定された介護報酬に係

る基準に拠っています。これにより、介護付ホームと住宅型ホームが同じルール下での取り組みを新

たに求められることとなりました。 

 事業規制上で求められるＢＣＰの策定には、自然災害対応のほか、新型コロナウイルスを含む感染

症対応も含まれていますが、本モデルでは感染症対応に触れていません。厚生労働省が令和２年に策

定した「介護現場における感染対策の手引き」を参考にしてください。 

 

（１）「有料老人ホーム設置運営標準指導指針（抄）（令和３年改正・厚生労働省）」 

８ 有料老人ホーム事業の運営 

⑸ 業務継続計画の策定等 

イ 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇を継続的に行うための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じ

ること。計画の策定にあたっては、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイド

ライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。 

ロ 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施すること。なお、訓練

については、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせなが

ら実施することが適切である。 

ハ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。 

 

⑹ 非常災害対策 

イ 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的

に職員に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うこと。なお、「非常災害に関する具体的計

画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対

処するための計画をいう。 

ロ イに規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めること。 

 

⑻ 緊急時の対応 

⑸から⑺に掲げるもののほか、事故・災害及び急病・負傷に迅速かつ適切に対応できるよう具体的な計画を立てる

ととともに、避難等必要な訓練を定期的に行うこと。なお、当該計画の策定や訓練の実施にあたっては、⑸から⑺に定

める計画や訓練と併せて実施することとして差し支えない。 

 

※通知文 

「標準指導指針８⑸に示す業務継続計画の策定、同指針８⑺に示す衛生管理等及び同指針９⑹ロからホに示す虐

待の防止のための対策を検討する委員会の開催等について、特定施設入居者生活介護等の基準においては、令和６

年３月 31 日までは努力義務としていること。」 

 

 

（２）介護保険法関係 

 特定施設入居者生活介護(介護付ホーム)や住宅型ホームに併設する通所介護事業所には、介護保険

法のサービス基準でＢＣＰの策定と運用が義務付けられています。 

※注．以下は、令和３年４月１日の改正規定 

◆省令 37 号 

（業務継続計画の策定等） 

第 30 条の２ 指定訪問介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい

う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施しなければならない。 

３ 指定訪問介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

する。 
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（非常災害対策）  

第 103 条 （略） 

２ 指定通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなけ

ればならない。 

 

◆老企 25 号 

第 10 特定施設入居者生活介護  第３ 介護サービス 

３ 運営に関する基準 

⑿ 業務継続計画の策定等 

① 居宅基準第 192 条の規定により指定特定施設入居者生活介護の事業について準用される居宅基準第 30 条の２

は、指定特定施設入居者生活介護事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して指定特

定施設入居者生活介護の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、指

定認知症対応型共同生活介護事業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければならない

こととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、居宅基準第 192 条の規定に

より指定特定施設入居者生活介護の事業について準用される居宅基準第 30 条の２に基づき事業所に実施が求め

られるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生し

た場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業

者が参加できるようにすることが望ましい。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第３条において、３年間の経過措置を設けてお

り、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については、「介護施設・事業所にお

ける新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の

業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目に

ついては実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるもの

ではない。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常時の対応

の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年２回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別

に研修を実施すること。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修

については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画

に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年２回

以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防

止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常

災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせ

ながら実施することが適切である。 

  

有料老人ホームでのＢＣＰ策定義務には猶予期間がありますが、近年多発する自然災害に対応する

ため、特に大規模地震がいつ発生するか分からない状況下では、速やかに取り組まなければなりませ

ん。 

 

 

 

 



8 

 

 Ａ－４ 本協会の取り組み  

 

 （公社）全国有料老人ホーム協会では、大規模災害の発生時に、協会会員の被災ホームに対して各

種支援を行っています。 

支援の実施には、必要に応じて「入居者生活支援制度」を発動し、物資提供や人的支援を実施して

います。 

 

（これまでの主な支援） 

災害名 支援内容 

阪神・淡路大震災 〇義援金活動 

東日本大震災 〇被災ホームに対し、延べ約６０トンの米、おむつ、生活支援物

資を無料で配給。 

熊本地震 〇被災ホームに、生活支援物資を無料で配給。 

〇医療依存度の高い入居者の、福岡県内ホームへの緊急避難

を実施。 

令和元年度台風 19号 〇福島県から静岡県までの被災ホームに対し、飲用水を約 

7，200 リットル無料で配給。 

令和２年度熊本豪雨 〇球磨川近在ホームと自治体との連絡調整。 

 

（参考） 

□災害発生時の協会との連携について(令和３年７月５日) 

  

 従来、協会では会員ホームで【震度５弱以上の地震】、又は【台風等による大規模な被害が発

生】した場合に、電話やＦＡＸによる状況確認を速やかに行ってきました。 

 今後も必要な支援には積極的に取り組みますが、会員ホームの増加に伴い、こうした災害発生時

には、時間が許すタイミングで、ホームから協会へ被災状況をご報告いただきますようお願いいた

します。 

□報告方法 協会ＨＰトップページ右上の専用ボタンから、建物・人的被害、協会支援の必要性

等について入力 

□報告時期 可能な限り、発災当日中 

□協会の対応 各ホームの状況を取りまとめ、必要な支援等を検討 
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（支援例） 

 

●物資輸送（東日本大震災） 

 

 

●被災ホーム・居室内の状況（熊本地震） 

 
 

 

●入居者の県外避難（熊本地震） 
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B．ＢＣＰ総論 
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 本ＢＣＰモデルは、予見できずかつ被災リスクが最も高い「大規模地震」に対応するためのもので

す。他の災害や事象についてのＢＣＰを策定する場合は、本モデルを参考に作成してください。 

 また、以下、個別の項目ごとに【策定例】を示しますが、ホームによって内容は大きく異なります

ので、職員全員でよく検討し、最終的にＢＣＰの計画書としてまとめてください。何よりも取り組む

ことが重要ですので、まずは計画書を作成し、その後必要な都度修正を行います。 

 ＢＣＰを策定するプロセスは、おおむね以下のような流れとなります。 

   

１．総 論 
 

２．平常時の対応 

 

３．災害発生時の対応 

   

〇基本方針の策定・周知 〇避難計画の策定 〇発生後の業務 

〇被災リスクの想定 〇研修・訓練 〇復旧対応 

〇発動基準の設定 〇インフラ停止への備え 〇外部連携（ホーム・地域） 

〇優先業務の設定 〇物資の備蓄  

〇ＢＣＰの見直し 〇建物・設備の点検 

 〇人的体制 

 

【総論】では、災害発生時の対応方針や発動基準、ホームで発生しうるリスクの客観的な想定、災

害発生時に優先すべき業務、また、ＰＤＣＡサイクルでのＢＣＰの見直し、等を検討します。 

 次に、【平常時の対応】として、職員への継続的な研修と必要な訓練方法を定め、電気・ガス等の

停止にどう対応するか、また物資の備蓄を行い、災害発生時の職員確保方法等を定めます。 

 最後の【災害発生時の対応】では、時系列での活動の流れ、建物やインフラの復旧対応方法を定め

ます。また、地域のホーム間での業務連携や、地域住民の支援についても検討します。 

 

 

 

 Ｂ－１ 基本方針の策定・周知 

 

 災害発生時にホームが果たすべき役割は何か、を考えて基本方針を策定します。一般的には入居者

及び職員の安全確保、サービスの継続、地域との連携、等が考えられます。 

 策定した基本方針は、職員や入居者、家族等の関係者に周知し、さらにホームの姿勢を消費者に伝

えるためＨＰでの公表、入居者募集用ツールへの記載、などにも利用します。 

 

策定例： 
  

本ホームは、災害発生時において、次の方針に基づき事業を継続する。 

１．入居者の安全確保を図るとともに、職員の安全を確保する。 

２．入居者の生命・身体を保護するために、必要最低限のサービスを継続的に提供する。 

３．災害時のホームの状況に応じて、地域住民の支援を行う。 

これを実現するために、本ＢＣＰを策定し、平常時の職員への研修や訓練を実施、災害発生時は適切

に行動する。 
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 Ｂ－２ 被災リスクの想定 

 

（１）被災想定 

まず、ホームが立地する地域において、どのような自然災害が発生しうるかを、「国土交通省・ハ

ザードマップポータルサイト」や「自治体公表のハザードマップ」、等で確認します。地震以外にも

津波、浸水深想定、土砂災害など様々なハザードマップが公表されているので確認し、ホームが立地

する地域の災害リスクを可能な限り把握します。 

河川の氾濫による浸水については、「国土交通省地点別浸水シミュレーション検索システム（浸水

ナビ）」により、近隣河川のリスクを確認することができます。 

 

 
■札幌市・地震ハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■広島市・土砂災害ハザードマップ 
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 次に、こうした公的なリスク情報を組み合わせて、ホームで発生しうる災害の被災想定を行います。

想定する要素は、例えば、大規模地震の場合は建物や人的被害、洪水の場合は浸水深度に応じた建物

被害、これらに共通するインフラ（電気、ガス等）被害となります。インフラ停止による被災想定は

各供給会社が公表するなどしており、これを参考にします。 

 地震により建物に被害が生じる可能性がある場合は、これもリスクとして必要な補強等の対策を講

じます。 

 

（２）発生時期想定 

次に、災害がいつ発生するか、その時の職員配置状況、などの想定を行います。本モデルではもっ

とも職員数が少ない時間帯で、かつ積雪地域を踏まえた設定としています。また、発災直後の職員参

集率を 30％としますが、この数値は、厚生労働省がインフルエンザ感染による最大欠勤率を 40％（＝

60％の体制）と見ており、その半分程度と考えています。 

本モデルでは最も状況が厳しい時期（冬季の朝５時）を想定していますが、実際に検討する際は日

中の職員が多い時間帯で検討し、その後、条件を厳しくしていくことも考えられます。 

 

策定例： 

 

１．地震発生時刻 

冬季の平日朝５時（夜勤帯） 

 

２．想定震度    

震度５弱以上 

  

３．浸水／津波   

ハザードマップ上でリスクなし   

  

４．液状化 

液状化の可能性は低い地域 

  

５．ライフライン停止率予測 

 発災直後 １日後 ３日後 ７日後 １月後 

電 気 100％ 100％ 50％ 0％ 0％ 

水 道 100％ 100％ 70％ 50％ 0％ 

ガ ス 100％ 100％ 80％ 70％ 0％ 

通 信 100％ 100％ 90％ 0％ 0％ 

 

〇発災から３日後まではライフラインが途絶することを想定し、必要な対応を図ることと

する。 

〇特に発災７日目の想定として、電気・通信は復旧するが、水道は 50％しか回復しない

こととして、生活用水や飲用水の確保を行う。 

 

６．建物被害   

なし 

 

７．ハザードマップ 

 

（図面貼付） 
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８．人員体制 

 初動時は勤務している職員○名で対応。職員参集後は通常の３０％の体制で業務を開

始。 

 

 

 

 

 Ｂ－３ 発動基準の設定 

 

避難が必要なタイミングや、地震の震度に基づくＢＣＰの発動基準を定めます。震度の設定は、過去に大

地震を経験したホームの場合はそれを参考に定めます。 

 

策定例： 

 

ホーム所在地域において、震度５弱以上の地震が発生した場合、法人代表者がＢＣＰを発動する。 

また、被災後、建物が損傷し入居者に危険が及ぶ場合、又は各種災害により「警戒レベル３」が発令された

場合は、ただちに入居者及び職員の館外避難を開始する。 

 

 

 

 

 Ｂ－４ 優先業務の設定 

 

 発災後、想定する職員体制で提供できるサービスは限定されます。入居者の生命・身体を守る観点

で、各業務についての実施方針を定め、さらに想定日数の間で最低限実施するサービスを選定します。

ホームには管理業務、食事、介護、生活支援等の業務がありますので、それぞれについて実施するも

のとしないものをあらかじめ決めておきます。この決定には、発災後の時間経過に伴う職員の参集率

が大きく影響します。 

 以下は介護業務の例ですが、ホームの介護メニューに基づき、職員の参集率をみながら、業務の優

先度を決定します。また、業務を実施するために必要な備品・消耗品等については備蓄品としてリス

トアップします。 

 なお、住宅型ホームで通所介護事業所を併設している場合は、いったん事業を休止し、利用者本人

や家族へ連絡するなどの検討も行います。 
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策定例： 

  

１．被災後数日間の業務方針 

経 過 

目安 

発災時 

夜勤者のみ 

発災後 

６時間 

発災後 

１日 

発災後 

３日 

発災後 

７日 

出勤率 ５％ ３０％ ３０％ ５０％ 100％ 

在庫量 100％ ９０％ ７０％ ２０％ 通常 

ライフライン 

復旧率 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 50％ 

水道 30％ 

ガス 20％ 

電気 100％ 

水道 50％ 

ガス 30％ 

業務基準 
職員、入居者の

安全確認のみ 

生命と安全を守る

ための必要最低

限の業務 

食事、排泄介助

中心。その他は

休止や減 

一部休止、減とす

るが、ほぼ通常に

近づける 

 

ほぼ通常に回復 

食事サービス 

 

－ 

備蓄食 

 

 

備蓄飲用水使用 

炊き出し、栄養補

助食品 

 

備蓄飲用水使用 

インフラ復旧の範

囲で調理再開 

 

備蓄又は水道に

よる飲用水使用 

インフラ復旧の範

囲で調理再開 

 

備蓄又は水道に

よる飲用水使用 

食事介助 
 

－ 

 

必要な入居者に介助 

 

口腔ケア 
－ 人員体制が整う

までなし 

必要な入居者は

うがい 

適宜介助 ほぼ通常通り 

水分補給 
人員体制が整う

までなし 

 

必要な入居者に介助 

 

 

ほぼ通常通り 

入浴介助 － 失禁等がある入

居者は清拭 
清  拭 

インフラ復旧次

第、入浴に切替 

 （※以下、管理業務、生活支援サービス等について列記） 

 

 

２．介護業務（◎：必須、〇：状況に応じて実施、×：実施しない） 

業  務 優先度 サービスレベル 

起床時 ◎ バイタルチェック、ウェットティッシュで洗顔、口腔ケア 

排 泄 ◎ 通常通り 

離 床 〇 無理に離床を勧めないこともあり 

食事・補水 ◎ 備蓄食材を使用して提供 

移 動 ◎ 介助歩行者の車いす利用もあり 

入 浴 × 清拭に切り替え 

就寝前 〇 口腔ケア 

通院介助 〇 通院が可避な場合のみ実施 
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 Ｂ－５ ＢＣＰの見直し 

 

 策定したＢＣＰは、平常時の対応や研修・訓練等を通じて改善点を検討し、定期的な見直しと、各

種訓練等を通じて気づいた点などを検討して改善し、計画の実効性をさらに高めていきます。 

ＢＣＰの策定から改善までの流れは、ケアマネジメント同様にＰＤＣＡのサイクルで回します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｂ－６ 災害対応に伴う訴訟リスク 

 

 一般的に、ホーム内で発生した介護事故の責任を問われる場合の主なポイントは、 

 ・その事故が起こることを予見できていたか【予見可能性】 

 ・事故が発生しないよう予防措置を講じていたか【安全配慮義務】 

 ・職員は適切に業務を遂行していたか【過失責任、使用者責任】 

となります。 

 近年では自然災害をめぐっての訴訟も提起されています。岩手県のグループホームで河川の氾濫に

より入所者が 14 名死亡した事故では、遺族が損害賠償を求めた結果、「法人が避難させなかったこと」

の法的責任が認められ、結果として和解となりました。 

 こうした法的リスクを回避する上でも、ＢＣＰの策定と運用は最も重要です。 

 

 

 

Plan 

ＢＣＰの策定・改善 

各部署での非常時優先業務

の選定、課題と対策方針の

検討など、ＢＣＰを策定し

改善する。 

 

Check 

課題の抽出と検証 

訓練等を通じて、非常時優先

業務等を実施する上での課題

を抽出・検証する。 

Do 

ＢＣＰの実施・運用 

ＢＣＰの理解・周知・訓練

を行い、事前対策の実施、

災害時の対応体制の整備を

進める。 

Action 

見直しと周知徹底 

抽出・検証した課題を基

に、非常時優先業務の優先

度や避難計画などの見直し

を行う。 
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C．平常時の対応 
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 Ｃ－１ 避難計画の策定 

 

 東日本大震災の際、ホームの建物が損壊し使用できなくなったため、入居者に他所へ移っていただ

いたケースがありました。これもホームにとり重大な運営リスクとなります。本協会では、熊本地震

の際、医療処置が必要な会員ホームの入居者の受け入れ先を福岡県の会員に依頼、介護保険の取り扱

いも含め熊本県、福岡県のご協力を得て、初めて入居者の県外避難の支援を実施しました。 

地震発生時の避難は一般的に見て２次行動に当たります。問題は、洪水や津波、土砂災害等におけ

る避難行動であり、人の生命を守ることができるか、は時間との戦いになります、 

本ＢＣＰは大地震を前提としていますが、ここでは、水害等に対応するための避難計画について考

えます。これは、地震により避難を余儀なくされる場合にも活用が可能ですのでご検討ください。 

  

（１）防災情報と警戒レベル(令和３年変更)  

以下は災害について気象庁が示す防災情報と、自治体が発令する警戒レベル等の関係です。令和３

年５月に災害対策基本法が改正され、市町村が発令する避難情報が変更され、従来の「避難勧告」を

廃止し、高齢者や要避難者に避難を求める「レベル３」が設置されました。 

事態から警戒レベル４避難指示や、警戒レベル３高齢者等避難が発令された場合には、速やかな避

難行動が必要となります。 

一方で、多くの場合、気象庁の防災気象情報は自治体が発令する避難指示等よりも先に発表されま

す。このため、警戒レベル４や３に相当する防災気象情報が発表された際には、自治体から避難指示

等が発令されていなくても気象庁の「キキクル(危険度分布)」(通知サービスもあり)や河川の水位情

報等を用いて、避難の判断を行う必要があります。 

なお、気象庁は市町村に対し、避難指示の発令が遅れないようにする必要があるとしています。他

方で、豪雨による河川氾濫で死亡者が出た、岩手県の認知症グループホームでの事故では、大雨が続

く中、自治体が対応に追われ避難勧告を出す機会を逸してしまった、と言われています。そのため、

報道の情報に頼るだけでなく、ホーム内から危険のない範囲で現場の状況変化を注視する必要があり

ます。 

 

防災気象情報 

【気象庁が発表】 

取るべき行動 警戒レベル 

【自治体が発令】 

 

○氾濫発生情報 

○大雨特別警報 

(浸水害) 

○大雨特別警報 

(土砂災害） 

 

●発令される状況：災害発生または切迫 

●とるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 
－立退き避難することがかえって危険である場合、緊急安全確保

する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとることがで

きるとは限らず、また、本行動をとったとしても身の安全を確保で

きるとは限らない。 

（必ず発令される情報ではない） 

 

警戒レベル 

５相当 

 

緊急安全確保 

 

○土砂災害警戒情報 

〇危険度分布「非常に

危険」(薄紫) 

〇氾濫危険情報 

○高潮特別警報 

○高潮警報 

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●とるべき行動：危険な場所から全員避難 
－危険な場所から全員避難(立退き避難又は屋内安全確保)す 

る。 

 

 

警戒レベル 

４相当 

 

避難指示 

 

○大雨警報(土砂災害)  

○洪水警報 

〇危険度分布「警戒」

(赤) 

○氾濫警戒情報 

○高潮注意報（警報に 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●とるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 
－高齢者等※ は危険な場所から避難（立退き避難又は屋内安全確

保）する。 

  ※避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の

高齢者又は障害のある人等、及びその人の避難を支援す

る者 

警戒レベル 

３相当 

 

高齢者等避難 
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切り替える可能性が

高い旨言及） 

 

 

－高齢者以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど普段

の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主的に避

難するタイミングである。例えば、地域の状況に応じ、早目の避

難が望ましい場所の居住者等は、このタイミングで自主避難する

ことが望ましい。 

〇危険度分布「注意」

(黄) 

〇氾濫注意情報 

●発表される状況：気象状況悪化 

●とるべき行動：避難行動の確保 
－ハザードマップ等により、自宅・施設等の災害リスク、避難場所

や避難経路、避難のタイミング等を再確認するとともに、避難情

報の把握手段を再確認・注意する等、避難に備え自らの避難行

動を確認。 

 

警戒レベル 

２相当 

○大雨注意報 

○洪水注意報 

○高潮注意報（警報に

切り替える可能性へ

の言及なし） 

 

警戒レベル２ 

 

〇早期注意情報 (警報

級の可能性） 

※大雨に関して「高」

又は「中」が予想され

ている場合 

●発表される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

●とるべき行動：災害への心構えを高める 
－防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心構えを

高める。 

 

警戒レベル１ 

 

 

(避難行動の一覧表) 

避難

行動 

避難先 （詳細） 居住者等が平時にあ

らかじめ確認・準備す

べきことの例 

リードタイム
※１ 

の確保の有無 

当該行動をとる

避難情報 

当該行動

が関係す

る災害種

別 

緊急

安全

確保 

・安全とは限

らない 

 自宅・施設

等 

・近隣の建物 

(適切な建物

が近隣にある

と限らない) 

・上階へ移動 

・上層階に留まる 

・崖から離れた部屋に

移動 

・近隣に高く堅牢な建

物があり、かつ自宅・施

設等よりも相対的に安

全だと自ら判断する場

合に移動  等 

急激に災害が切迫し

発生した場合に備

え、自宅・施設等およ

び近隣で取りうる直

ちに身の安全を確保

するための行動を確

認、等 

リードタイムを

確保できないと

考えられるとき

に取らざるを得

ない行動 

警戒レベル５ 

緊急安全確保 

 

(※津波は避難

指示のみ発令) 

洪水等 

土砂災害 

高潮 

津波 

～ 警戒レベル４までに必ず避難 ～ 

立退

き避

難 

安全な場所 ・指定緊急避難場所 

(小中学校・公民館、マ

ンション・ビル等の民間

施設、高台・津波避難

ビル・津波避難タワー

等) 

・安全な自主避難先 

(親戚・知人宅、ホテル・

旅館等) 等 

・避難経路が安全課

を確認 

・自主避難先が安全

課を確認 

・避難先への持参品

を確認 

・地区防災計画や個

別避難計画等の作

成・確認  等 

リードタイムを

確保可能な時

に取るべき行動 

（※津波は突発

的に発生する

ため、リードタイ

ムの確保の可

否は個々に異

なる） 

警戒レベル３ 

高齢者等避難 

 

警戒レベル４ 

避難指示 

(※津波は避難

指示のみ発令) 

洪水等 

土砂災害 

高潮 

津波 

屋内

安全

確保 

安全な自宅・

施設等 

・安全な上階へ移動 

※「上階へ移動」は、自

らが居る建物内に限ら

ず、近隣に身の安全を

確保可能なマンション

やビル等の民間施設

がある場合に、当該建

物へ移動(垂直避難)す

ることを含む。 

・安全な上層階に留ま

る 等 

・ハザードマップ等で

家屋倒壊等氾濫想定

区域、浸水深、浸水

継続時間帯を確認

し、自宅・施設等で身

の安全を確保でき、

かつ、浸水による支

障
※２  

を許容できる

かを確認 

・市町村・地域と民間

施設間で避難移管す

る協定を締結 

・孤立に備え備蓄等

を準備 等 

リードタイムを

確保可能な時

に取りうる行動 

警戒レベル３ 

高齢者等避難 

 

警戒レベル４ 

避難指示 

 

洪水等 

高潮 

（土砂災

害と津波

は自宅・

施設等が

外力によ

り倒壊す

るおそれ

があるた

め立退き

避難が原

則） 
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 ※１ リードタイムとは、指定緊急避難場所等への立退き避難に要する時間のこと。リードタイムを確保可能であれ   

ば、基本的には、災害が発生する前までに指定緊急避難場所等への立退き避難を安全に完了することが期待できる。 

 ※２ 支障の例：水、食糧、薬等の確保が困難になるおそれ、電気、ガス、水道、トイレ等の使用ができなくなるお 

それ 

 

（２）避難計画の作成 

避難計画の作成には、国土交通省「避難確保計画の手引き（洪水・内水・高潮・津波・土砂災害）

や、これに基づき自治体が公表しているモデル計画書等を参考にします。 

平成 29年６月 19日に『水防法』及び『土砂災害防止法』が改正され、浸水想定区域や土砂災害警

戒区域内で、市町村が指定する【要配慮者利用施設】の所有者または管理者に対し、「避難確保計画

の作成」と「避難訓練の実施」が義務付けられました。これは、平成 28年３月末時点で、有料老人ホ

ームを含む全国の対象施設 31,208か所のうち、計画作成済みが 706施設（2.3%）に留まっていた状況

などを踏まえたものです。 

「避難確保計画」は、水害や土砂災害が発生するおそれがある場合における、利用者の円滑かつ迅

速な避難の確保を図るための計画をいいます。計画に必要な事項には、計画の体制、計画の適用範

囲、防災体制、情報収集及び伝達、避難の誘導、避難確保を図るための施設の整備、防災教育及び訓

練の実施、等があります。 

避難確保計画書は、ＢＣＰに添付することが可能です。計画書様式は、特に市町村からの指定がな

い場合、国土交通省のホームページで簡易的に作成できるシートが掲出されていますのでご利用くだ

さい。 

避難計画を作成する場合は、水防法等の要配慮利用者施設の避難計画について、内閣府が複数の参

考事例を公表しています。検討するポイントを押さえて策定された、岩手県久慈市の社会福祉法人の

避難確保計画書を以下に示しますので、ホームで検討する際はぜひ参考にしてください。 

詳細は、内閣府が公表する「要配慮者利用施設における避難に関する計画作成の事例集」で確認で

きます。 

 

策定例： 
  

避難計画書  （添付） 

 

  ※ＢＣＰ上では、添付資料とする。 
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（参考１．水防法関係規定） 
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（参考２．【高齢者グループホームひだまり(岩手県久慈市)】の避難計画作成例） 

 

①避難計画書検討のポイント 
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※有老協注：避難勧告等の情報レ

ベルは、令和３年以前のもの 
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②「避難確保計画書」 

 

 
 

特定非営利活動法人ファミリーサポートおひさま 

グループホームひだまり 洪水時の避難確保計画（２０１７年８月作成） 

 
第１章 総則 

第１節 計画の目的、適用範囲 

（目的） 

第１条 この計画は、水防法第１５条の３の規定に基づき、特定非営利活動法人ファミリーサポートおひさま運営、認知症対応

型共同生活介護ひだまりは要配慮者利用施設として利用者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とす

る。 

（諸規定との関係） 

第２条 消防計画に準じ、要配慮者利用施設に関し必要事項について、施設管理者及び防火管理者とともに定めるものとす

る。 

（計画の適用範囲） 

第３条 この計画は、当法人に勤務する者、利用者及び出入りするすべての者に適用するものとする。 

第２章 水防管理者の業務及び権限 

（水防管理者） 

第４条 水防管理者は、防火管理者及び施設管理者が兼務し、計画実施に関するすべての業務を行うものとする。 

２ 水防管理者不在時の代理者を予め指名する。 

（水防管理者の権限及び業務） 

（水防管理者の権限及び業務） 

第５条 この計画について、水防管理者は一切の権限を有し次の業務を行うものとする。 

(1) 自営水防組織の設置 

(2) 洪水時の、避難確保計画及び実施 

(3) 緊急通報、避難訓練計画及び実施 

(4) 日頃から気象情報の収集に努める 

(5) 緊急通報、高齢者等避難開始が発令された時点で、迅速な避難を指示する。 

(6) 受け入れ先避難所へ連絡し状況を確認する。 

(7) 収容人員の適正管理 

(8) 建築物、施設等の点検整備の実施及び監督 

(9) 水防用設備等の点検検査の実施及び監督 

(10)避難時の火気の使用または取扱いに関する指導及び監督 

(11)避難時の火元責任者に対する業務の指導及び監督 

(12)管理権原者に対する助言及び報告 

(13)水害防止対策の推進 

(14)その他水害防止業務執行のため必要な業務 

（市への報告等） 

第６条 水防管理者は、水防管理業務の適正な執行を図るため久慈市(消防防災課)との連携を密にし、次の業務を行うものと

する。 

(1) 洪水時の避難確保計画の提出 

(2) 建築物及び諸設備の設置または変更の事前協議並びに法令に基づく諸手続き 

(3) 水防用設備の点検及び水害予防上必要な検査の指導要請 

(4) 水防用設備の点検結果の報告 

(5) 教育訓練の指導要請 

(6) その他法令に基づく報告及び水防管理について必要な事項 

第３章 洪水等避難時に関わる施設遵守事項 

（施設の遵守事項） 

第７条 施設の設備等は避難者の妨げにならないように維持すること。 

(1) 避難のために利用する廊下、避難口等には設備を設置したり、物品を置かないものとする。 

(2) 床面は、避難時に障害が発生しないように維持すること。 

(3) 避難口等に設ける戸は、容易に開錠でき、かつ解放した場合には廊下等の有効幅員を確保できること。 
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【施設の状況】 

    

人   数 

昼間・夜間 休  日 

利用者 施設職員 利用者 施設職員 

昼間 ９名 昼間 ４名 休日 

(平日と同じ) 

休日 

(平日と同じ) 夜間 ９名 夜間 ２名 

 

【避難経路図】 
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４．防災体制 

 連絡体制及び防災体制は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・５．情報収集、伝達 

(1) 情報収集 

 ■収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。 

収集する情報 収集方法 

気象情報 テレビ、ラジオ 

インターネット 

➢ 気象庁ＨＰ（http://www.jma.go.jp/）⇃ 

➢ 「久慈市に発表されている気象注意報・警報」 

http://www.jma.go.jp/jp/jp/warn/f_0320700.html 

➢ 【参考】「大雨警報（浸水害）の危険度分布」 

http://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/inund.html 

➢ 【参考】「洪水警報の危険度分布」 

http://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/flood.html 

➢ 【参考】その他、台風情報等 

水位到達情報 

水位情報 

久慈市防災メール(登録制) 

インターネット 

➢ 「岩手県河川情報システム」の久慈川の水位到達情報発表状況 

➢ 「岩手県河川情報システム」の久慈川の水位観測所の水位 

避難準備、高齢者等

避難開始、避難勧

告 、 避難指示 （ 緊

防災行政無線 

テレビ 

ラジオ 

http://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/inund.html
http://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/flood.html
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急）、避難所の解説状

況 

インターネット 

➢ 久慈市のサイト 

（http://bousai.city.kuji.iwate.jp/index.aspx） 

久慈市の避難情報に係る緊急速報メール 

  ※停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、これに備えて、乾電池、バッテリー等を備蓄

する。 

  ※提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の状況、斜面に危険な前兆が無いか等、施設内から確 

認を行う。 

 

(2) 情報伝達 

①「施設内緊急連絡網」に基づき、電話、メール等を用いて、体制の確立状況、気象情報、水位情報、避難の開始等の情報を

施設内関係者間で共有する。 

②市町村への連絡先は「久慈市消防防災課●●●●」とする。 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

６．避難誘導 

(1) 避難先 

 避難先は指定緊急避難場所とする。（当施設周辺の浸水深は１～２ｍ未満であり、屋内安全確保は危険であるため、立退き

避難とする。） 

 避難場所(1)の元気の泉に避難するが、元気の泉が満員であった場合は避難場所(2)久慈東高等学校に向かう。 

 逃げ遅れや、激しい雨が継続するなどして、避難場所(1)まで移動することがかえって危険を及ぼすと判断した場合は、避難

場所(3)(4)のいずれかに避難する。（浸水区域外への移動を優先する） 

(2) 避難経路 

 避難場所までの避難経路については、「P3 避難経路図」のとおりとする。 

   避難場所(1)元気の泉への避難経路は避難経路①を使用する。 

   日中で、避難経路②が浸水していないことを確認できた場合は、避難経路②を使用する。 

(3) 避難誘導 

 避難先までの移動手段は、以下の通りとする。  

  

 名  称 移動距離 移動手段 

避難場所(1) 元気の泉 2700m 車両２～３台 

避難場所(2) 久慈東高等学校 3800ｍ 車両２～３台 

避難場所(3) 天神堂公民館 500ｍ 車両２～３台 

避難場所 4) 寺風公民館 1700ｍ 車両２～３台 

屋内安全確保    

 

 

（指定緊急避難場所） 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://bousai.city.kuji.iwate.jp/index.aspx
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７．避難の確保を図るための施設の整備 

 情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設及び資器材については、下表「避難確保資器材等一覧」に示すとおりで

ある。 

 これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。 

 

避難確保資器材等一覧 

備 蓄 品 

情報収集・伝達 テレビ１台、ラジオ２器、タブレット端末１台、 

ファックス１台、携帯電話１台、乾電池１０個 

避難誘導 従業員名簿、利用者名簿、案内旗２枚、携帯電話１台、 

携帯電話用バッテリー１個、懐中電灯２台、乾電池１０個 

屋内安全確保 水３日分、食糧３日分、寝具９人分、ホッカイロ 

利用者 おむつ 100 枚、おしりふき 100枚、おやつ３０個、血圧計、 

体温計、パルスオキシメーター 

そのほか ウェットティッシュ 100 枚、ゴミ袋５０枚、タオル２０枚、ディス

ポーザブル手袋、雨具 

 

８．防災教育及び訓練の実施 

 従業員、施設利用者等への防災教育及び訓練は、以下のとおり実施する。 

■防災に係る研修 

 毎年５月に新規採用の従業員を対象に防災情報及び避難誘導に関する研修を実施する。毎年５月に全従業員を対象に避

難誘導に関する研修を実施する。 

■防災訓練 

 毎年７月に新規採用の従業員を対象として避難誘導に関する訓練を実施する。毎年７月に全従業員を対象として情報収集・

伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。 

 

９．自衛水防組織の業務に関する事項 

(1) 別添「自衛水防組織活動要領」に基づき自衛水防組織を設置する。 

(2) 自衛水防組織においては、以下の通り訓練を実施するものとする。 

 ①毎年５月に新たに自衛水防組織の構成員となった従業員を対象として研修を実施する。 

 ②毎年７月に行う全従業員を対象とした訓練に先立って、自衛水防組織の全構成員を対象として情報収集・伝達及び避難

誘導に関する訓練を実施する。 

(3) 自衛水防組織の報告 

 自衛水防組織を組織または変更をしたときは、水防法第１５条の３第７項に基づき、遅滞なく、当該計画を市町村長へ報告す

る。 

 

１０．避難後の対応 

(1) 入所者様等の安全確認 

①点 呼 

 避難場所に着いたら、直ちに、点呼により、入所者様等の安否及び状況等確認する。避難中に、はぐれたりした者がいない

かなどを確認する。 

②ゼッケン等の着用 

 避難場所では、被災地区から多くの方が集まってきていることから、当施設からの避難者であることが一目でわかるように、

名札等で混乱を防止するための措置をとる。（布ガムテープに油性マジックで施設名・氏名・留意(簡単な)点を記入して胸のあ

たりに貼る） 

(2) 避難場所での対応 

①避難者のケガの有無、体調、気分がすぐれない者がいないか等の状況を確認する。ケガ等に対しては応急的な処置を施

し、病院での診察・診療等が必要と思われる者については、看護師（スタッフ）の指示のもと、病院への搬送を行う。 

②健康管理として、被災による精神的ショックや環境の変化、慣れない避難生活などで、入所者様は体調を崩すことが予想さ

れる。こまめに健康チェックを行い、健康管理を強化する。万が一、体調を崩した者が出た場合には、必要な応急措置を行

い、受け入れ可能な医療機関等へ受診・入院等の協力を依頼する。 

③受け入れ先の避難場所職員や他施設の職員との協力は不可欠であることから、お互いの入所者の状態を共有し、安心に

安全に過ごせるよう努める。(想定される避難場所職員と他施設職員とは日頃より、個人情報保護に関し共通認識しておくこ

とが必要である。) 

④メンタルヘルス対策 

災害の被災者は、個人差があるにしても、恐怖や不安感、無力感が強くなってくる。環境への適応能力が低い場合には、パ

ニックを起こしやすくなるため、適切な配慮が必要。 

(ア) 入所様の心のケアの実施 

災害が大きい場合等、被災による精神的ショックや、避難生活の長期化によるストレスが、心的外傷後ストレス障害になる
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可能性も大きく、精神科等専門家による早い時期からのケアが必要と思われる。 

(イ) 施設職員のケアの実施 

入所者様の安全を確保するためには、施設職員全体が健康でなければならず、過酷な条件下での過重労働を未然に防ぐ

ためにも、外部からの支援を早目に受入れ、交代制で対応する体制を確立して、職員も休業できる体制作りが必要である。 

また、職員自身やその家族が被災者であることも多いため、心のケアを行う事も大切であり、管理者は職員の情報も入手し

ながら配慮する。 

⑤家族等への連絡・引継ぎ 

被害情報等に基づき、施設の復旧の見通し、入所者様の状態などを判断材料として、家族等への引継ぎについて検討す

る。 

引継ぎに際しては、引き取りに現れた家族等に直接引き渡すとともに、必ず引取者氏名、住所、連絡先、引取年月日、時刻

などの記録を残す。 

⑥市町村への連絡 

市町村に避難の状況（避難場所・避難した人員等）を連絡する。(避難完了者、負傷者、要救助者等について具体的な数字

を踏まえて正確に把握) 

(3) 被災後の安全確認 

①速やかに障害物の除去等被災後の片付けを行い、必要に応じ応急修理、危険個所への立入禁止措置など、安全対策を講

じる。 

②施設に異常が認められる場合は、専門家による応急危険度調査等を実施し、安全性の確認を行う。(地面の崩落の危険、

建物の傾斜など) 

③浸水等により施設内が汚染された場合には、清掃に加え防疫薬剤の散布等、衛生管理上必要な措置を講じる。 

④電気、ガス、水道等のインフラ施設の機能・安全性を確認する。特に、電気系統の設備に浸水被害があった場合には専門

業者による点検で安全が確認されるまでは、通電、作動は行わない。 

(4) 施設が使用不能な場合 

①入所者様のご家族等で被災を免れた方がいる場合 

状況を説明して、家族等へ引き継ぐ。 

②入所者様のご家族等も被災している場合 

 他の社会福祉施設等で受け入れてもらえるように依頼する。 

 ※受入先となる福祉施設や医療施設等とは、スムーズに受入れがすすむように平常時から協力関係を構築しておく。 

 

１１．緊急連絡網  ～（略）～ 

 

１２．外部機関への緊急連絡先一覧表 

  

連絡先 担当部署 担当者氏名 電話番号 連絡可能時間 その他 

市町村(防災担当)      

市町村（福祉担当）      

消防署     ～（ 略 ）～   

警察署      

避難誘導等の支援者      

医療機関      

元気の泉      

 

１３．防災体制一覧表 

 平常時の任務 防災体制確立後の対応 

統括・情報チーム 

【各管理者及び総括主任】 

(1)防災情報確認に基づき体制を整える 

(2)消防隊、関係機関への事業所の情報

提供により指示を仰ぐ 

水防隊長の指示により必要な情報を

収集・伝達 

避難準備チーム（体制確保） 

班長 【各施設チームリーダー】 

(1)統括・情報チームの指示に従って各職

員に連絡（事務員と連携） 

(2)防災体制確立 町内居住の職員から

連絡網による連絡 

必要な場合 町内会長・民生児童委員・

施設運営推進委員への協力要請を行う。 

（隊長及び副隊長が要請） 

(1)担当区域の点検見回り 

(2)被害防止措置をとる (危険度の確

認・報告) 

(3)危険箇所を確認した場合、副隊長

等と連携をとりながら補強等の指示 

避難準備チーム 

班長 【各施設看護師】 

担当 【応急手当普及員】 

(1)避難口を開放し、避難経路図に従い、

避難誘導に当たる。 

(2)避難誘導は、大声で簡潔に行い、パニ

ック防止に全力をあげる。 

(1)防災体制を確立した際の伝達に先

立ち、出入り口等の配置につく 

(2)警戒体制が確立した場合の伝達に

伴い避難誘導を行う。 

応急救護チーム 

班長【各施設看護師】 

(1)応急救護所の設置 

(2)負傷者の応急処置 

(1)ご利用者様の体調確認 

(2)健康状態に合わせた対応指示 
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担当【応急手当普及員】 (3)救急隊との連携及び情報の提供 

(4)病院への搬送 

(3)危険箇所の補強等を行う 

(4)避難経路の確保 

炊き出しチーム 

【栄養士及び調理員】 

状況に応じて稼働 

(1)水・食材・燃料の確保(在庫確認) 

何時でも稼働できる体制をとる 

 

別添  「自営水防組織活動要領」   ～ （略） ～ 

別表１．「自営水防組織装備品リスト」 

担当名 備蓄品目 

総括・情報チーム 名簿（従業員、入居者様等） 

緊急連絡先名簿（入所様用、施設用、関係機関用） 

照明器具（懐中電灯等） 

情報収集及び伝達機器（ラジオ、携帯電話等） 

避難準備チーム 名簿(従業員、入所者様等) 

緊急連絡先名簿（入所様用、施設用、関係機関用） 

飲料水（一人一日当たり２リットル） 

非常用食料(缶詰、乾パン等) 

懐中電灯、乾電池、ろうそく、マッチ 

携帯用ラジオ、乾電池 

雨具等 

避難準備チーム 名簿(従業員、入所者様等) 

緊急連絡先名簿（入所様用、施設用、関係機関用） 

各入所様名札等(目印になるもの) 

誘導の標識（案内旗等） 

情報収集及び伝達機器（携帯電話等） 

懐中電灯 

携帯用拡声器 

誘導用ライフジャケット 

蛍光塗料等 

応急救護チーム 応急手当セット（三角巾、包帯、医薬品、ばんそうこう、血

圧計、体温計、ガーゼ、はさみ等） 

簡易ベッド 

簡易トイレ 

タオル、毛布等 

リハビリパンツ等衛生用品 

 

（以下、略） 
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 Ｃ－２ 研修・訓練 

 

 災害発生時に職員がＢＣＰに従った行動をとるためには、定期的にＢＣＰの手順を確認するための

研修や、シミュレーションを含む訓練を、発生場面を全員がイメージして実施する必要があります。

職員が手順を習熟することがすべてとなりますので、計画的に進めてください。その際、職員全員が

参加できるよう、現場のシフトを考えて数回に分けて実施します。 

 過去に発生した夜間の施設火災では、１人の夜勤体制で初動が遅れたために死傷者が発生した事例

があります。このことから、深夜に災害が発生した場合、入居者の安否確認を他の職員が参集してか

ら実施するのかどうかを含め、現場の職員の行動に迷いが生じないよう、業務の明確化を図ってくだ

さい。 

  

 避難訓練については、避難計画に記載される避難経路や要避難時間、要介護者の避難方法、等に基

づいて実際の訓練や机上訓練等を行うなど、昼夜を問わず、災害発生時に適切な避難ができるように

備えます。 

策定例： 

訓練名 内 容 頻 度 

ＢＣＰ   机上訓

練 

・災害時の被害想定 

・発災時対応業務の確認 

・緊急時連絡方法確認  、等 

年１回（４月） 

※新入職員配置

後 

避難訓練 ・入居者、近隣住民との実動訓練 

※消防訓練との整理は所轄消防署と協議 

・夜間想定の机上訓練 

・館外避難場所への誘導訓練  

※「避難計画書」（添付）に基づき実施。 

年１回（９月） 

安否確認訓練 ・居室巡回の実動訓練／机上訓練 年２回（４月、９月） 

職員参集訓練 ・参集ルート確認の机上訓練 年２回（４月、９月） 

 

 

 

 

 

 Ｃ－３ インフラ停止への備え 

 

「Ｂ－２ 被災リスクの想定」で設定したインフラ停止等への対策を、あらかじめ講じておきます。

また、災害時は各供給会社のホームページで被災状況のデータが掲出されますので、業務用の携帯電

話等にブックマークしておきます。 

 

策定例： 

 

①電力停止への対応 

〇機器等の備え 

・自家発電機の稼働方法・備蓄燃料の確認（半年に１回） 

・充電器、電池、手動式備品の備蓄確認 

・自動車バッテリーからの充電機器確保 

〇最優先する設備 

【医療機器 、 照明器具 、 冷蔵庫・冷凍庫 、 照明・空調 、 ELV、通信機器 】 

 



39 

 

 

②水道停止への対応 

〇機器等の備え 

 ・飲料水確保／入居者・職員１人当たり１．５～３Lの備蓄 

 ・生活用水削減／簡易トイレ、紙コップ・紙皿、共用浴槽の水張り 

 ・発災時の給水車用ポリタンク（５L×必要数）を常備 

〇自治体による、公園等の給水場所情報の入手方法を確認 

 

③ガス停止への対応 

〇機器等の備え 

 ・プロパンガス、五徳コンロ、ホットプレート、カセットコンロの備蓄 

 

④通信遮断への対応 

〇機器等の備え 

 ・衛星電話、MCA無線機、端末充電器、を常備 

 

 

 

 

 

 Ｃ－４ 物資の備蓄 

 

 災害発生時に必要な備品・消耗品を抽出して、計画的に備蓄します。備蓄品によっては使用期限や

賞味期限があるため、管理担当者を決め、期限や保管場所をリスト化して管理します。内容が多い場

合には、ＢＣＰに別紙で添付します。 

 この検討には、ホームが所在する地域特性への対応もご検討ください。例えば、東日本大震災では

東北の一部の県は米どころで卸価格変動に対応すべく約２日ごとに納入していましたが、地震で供給

が絶たれたケース、石油コンビナート火災でガソリンスタンドが閉鎖されたケースがありました。こ

れらのホームでは地震後に米を備蓄するようになり、また社用車には絶えずガソリンを入れておくよ

うになりました。また、熊本では多くのホームが井戸水を使用していましたが熊本地震で井戸が枯渇

したため、地震後は水の備蓄をするようになりました。 

 このように、地域の特性に対応しなければならない物資がありますので、供給元の連絡先と災害発

生時の対応についても確認しておきます。 

 また、過去の大地震では、自治体からの支援物資が地域の避難所に届けられても、有料老人ホーム

には人と物資が揃っているとみられ、配給が得られないケースが多数あったことも考えておくべきで

す。 

 

 まず、インフラ停止への対応としては、３日間などＢＣＰで想定する期間は、電気や水道が停止す

ることを考えて備えるべき物品を検討します。 

 停電への対応には、自家発電装置と燃料の確保、廊下・階段の非常用照明ダウンに対応した照明器

具等の備え、エレベーター停止時の入居者移動など、建物の構造を踏まえた検討が必要です。また、

厨房の冷蔵庫・冷凍庫が使用できないときのために食材を保存するクーラーボックスや保冷剤の備蓄

も検討します。なお、季節に応じた暖冷房器具の検討が必要です。 

 食事の提供については、入居者及び職員の分を確保します。阪神・淡路大地震では断水した際、容

器に食品用ラップを巻いて食器洗浄を回避したケースもあります。 

食料の備蓄に関連して、日本栄養士会では災害時の栄養課題等をまとめていますので、参考にして

ください。 
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フェーズ 

フェーズ０ フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ フェーズ４ 

初動期 緊急対策期 緊急対応期 復旧期 復興期 

２４時間以内 ７２時間以内 ４日目～２週間 概３週間～１月 概ね１か月以降 

状況 ライフライン 

寸断 

ライフライン 

寸断 

ライフライン 

徐々に復旧 

ライフライン 

復旧 

仮設住宅 

想定される 

栄養課題 

 

食糧確保 

飲料水確保 

支援物資到着 

(物資過不足、 

分配の混乱) 

避難所栄養過

多、栄養不足 

栄養バランス悪

化 

便秘 、慢性疲

労、体調不良者

増加 

 

食事の簡便化 

栄養バランス 

悪化 

 

自立支援 

食事の簡素化 

栄養バランス悪

化 

 

 

要食配慮者の

食品不足 

(乳児用ミルク、

アレルギー食、

嚥下困難者、食

事制限等) 

水分摂取を控え

るため、脱水、

エコノミー症候

群 

 

食生活上の個

別対応が必要な

人の把握 

 

慢性疾患悪化 

活動量不足によ

る肥満 

慢性疾患悪化 

活動量不足によ

る肥満 

 

栄養補給 高エネルギー食 たんぱく質、ビタミン・ミネラル不足への対応 

食事提供 主食（おにぎり・

パン等） 

水 分 

炊き出し 弁当   

支援活動  避難所アセスメント、巡回栄養相談 栄養教育、相談 

 

介護・医療用品や衛生用品については、要介護者や医療依存度の高い入居者、また負傷者を踏まえ

て、必要な物品を備蓄します。熊本地震の際、ホームの損傷が激しく入居者のケアプランや介護記録

等を持ち出せなかったケースがありました。このことから、入居者の介護状況や普段使用している医

薬品のリストを別途作成し備えておく必要もあると考えます。 

事務用品については、ホームの運営上や建物の一部損傷を補強するために必要な物品を備蓄します。

またＰＣが使えなくなる場合に備えてクラウド上にデータをバックアップすることが有効です。 

 また、災害発生時に情報を得るうえで、関係機関のリストを作成しておくことも役立ちます。 

 備蓄品をまとめて保管する場所がない場合は、ホーム内で場所を分散したり、敷地内に仮設倉庫を

設置したりするなどして対応します。 

 

なお、北海道胆振東部地震の際、札幌市内では変則的に断水し、近在する会員ホームでも断水する

ところとしないところ、に分かれました。こうした場合こそ、ホーム間で助け合えるような日頃の取

り組みも非常に重要です。 
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策定例： 

 

【備蓄品】   ※避難時物品は、添付の避難計画書に規定 

〇インフラ対応 

自家発電機       〇台 カセットコンロ     〇台 MCA 無線機     〇台 給水車用ﾎﾟﾘﾀﾝｸ   〇本 

燃料        〇時間分 ガスボンベ       〇台 社用携帯電話     〇台 使い捨てカイロ    ○袋 

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ付き 

ポータブル発電機  〇台 

五徳コンロ       〇台 携帯電話充電器   〇台  

暖房器具       〇台 飲用水     〇Ｌ×〇本  

社用車ガソリン補充 冷房器具       〇台 生活用水         

 

〇食事用品 

品  名 数 量 消費期限 保管場所 管理担当者 

在庫米     

アルファ化米     

フリーズドライ食品      

イモ類             

乾麺               

缶詰     

粉末飲料            

缶ジュース            

経口補水液         

保存食セット         

レトルトミキサー食       

レトルト食            

経管栄養食     

高カロリー食     

割り箸               

プラスチックスプーン     

紙食器             

万能ナイフ          

缶切り              

ゴミ袋              

食品用ラップ          

アルミホイル           

発泡クーラーボックス     

保冷剤     

 

〇介護・医療用品 

紙おむつ        〇枚 Ｐトイレ         〇台 尿器           〇個 毛布          〇枚 

紙パンツ       〇枚 簡易トイレ       〇台 ティッシュ        〇箱 医薬品       〇セット 

おしり拭き      〇箱 凝固剤         〇袋 大型ゴミ袋       〇枚 手動吸引器     〇個 

尿パッド        〇枚 携帯トイレ       〇袋 バスタオル      〇枚  

ディスポ手袋     〇枚 マンホールトイレ   一式 清拭用タオル     〇枚  

 

〇衛生用品 

石けん類        〇個 口腔ケア用品  〇セット マウスガード          〇個 医療機器 

滅菌ガーゼ      〇箱 生理用品         〇個 マスク                    〇枚 ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ   〇ロール 

歯磨き剤        〇本 介護ガウン       〇枚 消毒用アルコール  〇本  

歯ブラシ        〇本 フェイスシールド     〇個 衛生材料  
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〇事務用品 

懐中電灯        〇本 ロウソク         〇箱 工具                     〇個 ブルーシート      〇枚 

乾電池         〇本 作業用防具類    〇セット のこぎり         〇本  リュックサック     〇個 

ヘッドライト       〇個 軍手           〇枚 文具類         一式 扇風機         〇台 

充電式ラジオ     〇台 ハンマー        〇本 拡声器         〇個  

 

【連絡先】 

○○電力 住所 

電話 

URL 

○○ガス  

○○市水道局  

（協力医療機関）  

(食材納入業者名)  

（おむつ納入業者名）  

有老協  

 

 

 

 

 

 Ｃ－５ 建物・設備の点検  

 

 本ＢＣＰモデルは災害発生時に建物の損傷がないことを前提としていますが、平常時には必要な箇

所の点検と必要な補修を定期的に行います。この点検内容は、災害発生時の点検箇所と同一にして管

理します。 

過去の地震では、居室内の家具が転倒して入居者が負傷したケースもありましたので、日頃から各

居室内での被災防止について入居者のご理解を得てください。 

家具の転倒防止策には、転倒防止金具や転倒防止チェーン、転倒防止板、二段式家具固定金具、等

があります。設置の費用負担者は協議となりますが、ホームが設置を義務付ける場合は、器具が壁の

下地まで入っていても、入居契約終了時の原状回復対象にはなりません。 

以下は、厚生労働省が平成 30 年 10 月 19 日、北海道胆振東部地震後に発出した事務連絡のうち、点

検すべき項目の内容です。 

１．停電に備えた点検 

＜非常用自家発電機関係＞ 

① 非常用自家発電機が有る場合 

〇燃料の備蓄と緊急時の燃料確保策（24 時間営業のガソリンスタンド等の確認、非常用自家発電機の燃料供給

に係る納入業者等との優先供給協定など）を講じているか。 

〇定期的な検査とともに、緊急時に問題なく使用できるよう性能の把握及び訓練をしているか。 

 

② 非常用自家発電機が無い場合 

〇医療的配慮が必要な入所者（人工呼吸器・酸素療法・喀痰吸引等）の有無、協力病院等との連携状況などを踏

まえ、非常用自家発電機の要否を検討しているか。 

〇医療的配慮が必要な入所者がいる場合、非常用自家発電機の導入（難しければ、レンタル等の代替措置）を 

検討しているか。 

 

＜電灯（照明）関係＞ 

〇照明を確保するための十分な数の懐中電灯やランタン等の備蓄をしているか。 

 

 

＜防寒関係＞ 

〇石油（灯油）ストーブ等の代替暖房器具とその燃料を準備するとともに、毛布、携帯用カイロ、防寒具などの備蓄
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をしているか。 

 

＜介護機器・器具関係＞ 

〇医療機器等の予備バッテリー又は充電式や手動式の喀痰吸引器等の代替器具を準備しているか。 

〇人工透析患者に係る緊急時の対応、ニーズ、必要物資等を把握し、自治体の透析担当者や各透析施設等との

連携体制が確保されているか。 

 

２．断水に備えた点検 

＜生活用水関係＞ 

〇近隣の給水場を確認し、大容量のポリタンク等の給水容器の準備をしているか。 

〇災害時協力井戸の確保（酒造会社等）をしているか。 

〇衛生面を考慮しつつ、地下水（井戸水）の利用の検討をしているか。 

（注）節水のため、食器を汚さないように使用するラップや紙皿などを備蓄しておくこと。 

（注）入浴は、緊急時には、ウェットティ ッシュによる清拭などによる代替手段を検討すること。 

 

＜飲料水関係＞ 

〇飲料水の備蓄をしているか。 

（注）災害時には、近隣からの避難者等の受入れにより、これらの者に対しても飲料水の提供が必要な場合がある

ため、利用者・職員分だけではなく、十分な数を備蓄しておくこと。 

 

＜汚水・下水関係＞ 

〇携帯トイレや簡易トイレ、オムツ等の備蓄をしているか。 

 

３．ガスが止まった場合に備えた点検 

〇カセットコンロ及びカセットガス等の備蓄をしているか。 

（注）比較的簡単に備蓄できるが、火力が弱く、大量の食事を一度に調理することは難しいため、多めに備蓄してお

くことが望ましい。 

〇プロパンガスの導入又は備蓄（難しければ、ガス業者等からのレンタルの可否の確認）をしているか。 

〇調理が不要な食料（ゼリータイプの高カロリー食等）を備蓄しているか。 

 

４．通信が止まった場合に備えた点検 

〇通信手段のバッテリー（携帯電話充電器、乾電池等）を確保しているか。 

〇複数の通信手段（携帯電話メール、公衆電話、災害用トランシーバー、衛星電話等）を確保しているか。 

（注）緊急時に想定している通信手段の使用方法等を予め確認しておくこと。 

 

５．物資の備蓄状況の点検 

〇食料、飲料水、生活必需品、医薬品、衛生用品、情報機器、防寒具、非常用具、冷暖房設備・空調設備稼働用

の燃料について、季節ごとに１日の必要量を把握しているか。 

〇食料などについて、上記を踏まえた備蓄量となっているか（飲料水等は再掲）。 

（注）消費期限があるものは、定期的な買換えが必要となることに留意すること。 

（注）利用者だけではなく、職員分及び避難者分なども含め十分な物資を備蓄しておくこと。 

（注）備蓄物資については、津波や浸水等の水害や土砂災害等に備え、保管場所にも留意すること。 

 

６．その他留意事項 

〇点検は、南海トラフ地震の想定地域等特段の対応が求められる場合を除き、最低限３日間以上は業務が継続で

きるようにするとの視点に立って行うこと。 

〇上記の点検項目は、最低限ライフライン等を維持・確保するための例であり、各社会福祉施設等において点検を

行うに当たっては、実際に災害が発生した際に利用者の安全確保ができる実効性のあるものとなるよう、当該施

設等の状況や地域の実情を踏まえた内容とすること。 

〇上記の点検項目以外にも、災害対策においては、利用者の避難方法や緊急時の職員間の連絡体制の構築、平

時における避難訓練の実施、消防等関係機関や地域住民との連携体制の確保等が重要であることから、これら

にも留意する必要があること。 

〇上記の点検項目を含め、災害時における事業継続の方法については、ＢＣＰ   （事業継続計画）として予め文書

で整理し、役職員間で共有しておくとともに、平時の段階から、当該ＢＣＰ    を踏まえた訓練や物資の点検等の

具体的な活動を実践していくことが望ましいこと。 

〇災害対策については、単独の法人や社会福祉施設等での対応には限界があることから、「災害時の福祉支援体

制の整備について」（平成 30 年５月 31 日付け社援発 0531 第１号）を踏まえ、平時の段階から、都道府県が中

心となって構築している「災害福祉支援ネットワーク」へ積極的に参画し、地域全体の防災体制の底上げに協力

を図ること。 
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策定例：ＢＣＰ上では「被害箇所の点検」と同一。 

箇所 異常の有無 補修時期・内容 

外壁 なし  ・  あり  

屋根 なし ・ あり  

屋上高架水槽 なし  ・  あり  

開口部 なし ・ あり  

地下室 なし  ・  あり  

ボイラー室 なし ・ あり  

自家発電設備 なし ・ あり  

柱 なし  ・  あり  

エクスパンション なし  ・  あり  

共用部分のガラス窓 なし  ・  あり (必要箇所の飛散フィルム貼付) 

建物内設備（落下・転倒）防止 なし  ・  あり  

居室内家具等の落下防止 なし  ・  あり  

外部業者による各種点検 なし ・ あり (法定・任意点検) 

 

 

 

 

 

 Ｃ－６ 人的体制 

 

（１）災害対応体制 

 災害発生後も業務を継続するため、統括責任者を定めたうえで、必要なチームの責任者が中心とな

って行動します。 

 

（２）職員参集基準の策定 

 どのような場合に、どの職員が出勤するか、などをあらかじめ設定します。ただし、被災状況によ

って参集対象から外れる場合も設定すべきです。東日本大震災では、自身が負傷したり家族が行方不

明であったりしても使命感の強い職員が参集したと言われますが、一歩間違えれば危険な状況も多数

ありましたので、ホームの道義的責任としても、参集対象の除外ルールは必要と考えます。 

 また、災害の発生が夜間か日中かによっても参集が必要な職員数は異なりますので、最初に想定す

る職員の出勤率、及びそれぞれの状況に応じたサービス提供の考え方も併せて検討しておきます。 

 災害対応体制では、本社が別の場所にある場合の指揮命令系統も検討します。 

 なお、災害発生時の職員の安否確認については、専用のアプリケーションや緊急用の LINE グループ

の設定を行い、定期的に訓練を行うことが有効です。 
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策定例： 

 

【災害対応体制】 

                          管理者  【統括チーム】         

                                事務・業務職員 

 

      

    【避難チーム】     【応急救護チーム】     【介護チーム】     【食事チーム】 

    建物管理者       看護師             フロア責任者      栄養士 

    生活支援職員     事務職員           介護職員        調理員 

 

      

【職員参集基準】 

職 種 
第３配備 

（震度６強以上） 

第２配備 

（震度５強・６弱） 

第１配備 

（震度５弱） 

管理者 
 

 

 

出   勤 

 

 

出   勤 

ホームに状況を確認し、必

要と判断すれば出勤 

各サービス責任者 

看護師 

防火管理者 

 

ホームの招集により出勤 

一般職員 

 

各サービス責任者の指示により出勤 

（緊急招集に備える） 

 

〇ただし、自身や家族が死傷した場合、自宅が被災した場合、出勤に危険を伴う場合、については、出

勤の必要はないものとする。この場合は適時、ホームに連絡すること。 

出勤者 

統括チーム 

避難チーム 

応急救護チーム 

介護チーム 

食事チーム 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

 

【緊急時連絡方法】 

１．統括チームは、ＬＩＮＥグループにてＢＣＰ発動を職員全員に同報する。 

２．各職員は、安否状況および出勤可否について報告する。 
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D．災害発生時の対応 
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 Ｄ－１ 災害発生後の業務 

 

 災害発生後の初動から数日後までの対応内容を策定します。職員がパニックを起こさず、全員が同

じ認識で冷静に行動できるよう、平常時の訓練の積み重ねを踏まえて対応します。 

特に初動はその後の対応を左右するため、非常に重要な場面です。入居者への対応上で、館内放送

で入居者の不安を解消したり、認知症の入居者への個別対応を重点的に行う、なども検討します。 

 

策定例： 

 

［１］発災時の初動 

 

対 応 担当者 具体的対応内容  

（※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。） 

自身と周りにいる入居者の

身を守る行動 

  

（火災対応～避難誘導）   

負傷者の救護～搬送   

閉じ込め者の救出   

館内放送等  ※入居者の不安を軽減するため館内放送で絶えず情報

提供を行うことで効果があった。（東日本大震災、熊本地

震） 

ライフラインの状況確認   

 

 

［２］発災当日（参集職員到着後） 

 

対 応 担当者 具体的対応内容  

（※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。） 

職員の参集  ※ガソリンが不足し、職員が出勤できなかった。（東日本

大震災） 

居室の安否確認  ※入居者の安否確認は、フロア単位での確認ルートとし

職員が手分けして実施した。（阪神・淡路大震災） 

※居室内で物が落下し受傷する入居者あり。平時から点

検と対応が必要。（東日本大震災） 

 

ライフライン代替手段実施  ※オール電化の施設で停電が続き、サービス提供に支障

を生じた。（東日本大震災） 

※エレベーターが停止し復旧まで時間がかかった。入居

者の居室からの移動手段が必要。（東日本大震災） 

※ガス管の破損、停電による業務困難事例が多く報告さ

れた。（東日本大震災） 

※断水が続き近隣の河川から水を汲み上げて対応した。

（熊本地震） 

通信手段の確保  ※携帯電話が不通となったが、固定電話や災害時伝言

板が有効に使えた。（東日本大震災） 

建物・設備点検 事務担当者 平常時の点検箇所を目視し、損傷個所を記録する。 

（業務拠点確保）  ※事務室や共用部分が使用できず、職員、入居者全員を

別の事業所に移して業務を継続した。（熊本地震） 
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連絡不能な職員の安否確認   

災害時業務開始 全員  

建物・設備の応急修理   

関係者への連絡 

・入居者家族 

・自治体、協力医 

・有老協［報告ﾌｫｰﾑを使用］ 

・近隣ホーム 

事務担当者  

防寒・防暑対策   ※余震に対し入居者が居室での生活を不安に感じるた

め、食堂に布団を敷いて全員で寝たが、簡易ストーブ等

の備蓄がなく寒さが厳しかった。（東日本大震災） 

外部の問い合わせ対応   

 

 

［３］発災翌日から３日間 

 特に、連続勤務による職員の緊張が解けてきた時期の管理が重要。必要に応じたホーム内宿泊場所の確

保、看護職員によるバイタルチェック、ＰＴＳＤの兆候が見られた場合の対策をとる。 

 

対 応 担当者 具体的対応内容  

（※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。） 

発災当日以降の業務継続   

職員の健康管理  ※通常の勤務時間を短縮し、重要な業務に職員を集中さ

せるシフトを組んだ。（東日本大震災） 

建物・設備の一部復旧   

衛生管理  ※被災から時間が経過するに従って重要な業務となる。 

警備  ※  同 上 

 

 

［４］発災４日後以降 

 

対 応 担当者 具体的対応内容  

３日目以降の業務継続   

   

情報システムの復旧   

建物・設備復旧   

必要物資の調達   

 

 

 

 

 

 Ｄ－２ 復旧対応 

 

 発災後に点検した建物や設備の破損個所について、保守管理や取引先等事業者のリストから連絡を

行い、速やかな復旧を目指します。 

 被害が生じた箇所については写真を撮って記録しておきます。 
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 Ｄ－３ 外部連携 

 

過去の災害発生時には、施設職員が参集できず、自治体が主導する「災害福祉支援ネットワーク」

による施設への被災者受け入れが機能できなかったケースがあります。このことからも、近隣のホー

ム間でのネットワークづくりが重要です。 

（１）近隣ホームとの連携 

発災後の水や物資の不足、職員の不足、また入居者の受入れ先を確保する必要がある場合などに備

え、ぜひ近隣のホームと、平常時から災害発生時に協力し合える内容を協議し良好な関係を保って、

いざというときに助け合える関係性を築いてください。 

 

（２）地域支援 

 発災後、ホームのサービス機能に余力がある場合においては、近隣住民に対して、日中や夜間の受

け入れや食事提供、共用浴室の提供、介護支援など、新型コロナウイルスの感染防止対策を講じた上

で、ホームの機能を可能な限り地域に開放するよう努めます。また、ホームが定期的に実施する訓練

にも町内会や近隣住民の参画を求めます。 

 なお、自治体が指定する福祉避難所や、地域福祉支援ネットワークへの加入も検討します。 

 

（参考：近隣住民への大浴場開放（阪神・淡路大震災）・(福)聖隷福祉事業団提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

策定例： 

 

【近隣ホームとの連携】  

被災時の連絡先 ○○ホーム 

住所： 

電話： 

メールアドレス 

入居者の相互受入れ ・当ホームでの受入可能人数：自立○名、要介護○名 

・○〇ホームでの受入可能人数：自立○名、要介護○名 

職員相互派遣 ・双方で２名程度の派遣可能 

備蓄物資の融通 ・双方で不足する物資を可能な限り提供しあう 

・必要物資の調達方法について情報交換する 

避難訓練の共同実施 ・外部避難所への避難方法、双方の建物への避難について検討する 

 

【地域住民の支援】 

 入居者へのサービス提供に支障がない範囲で、地域住民の避難を受け入れ、必要なサービス提供を行

う。 
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E．モデル様式 
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 Ｅ－１ ＢＣＰモデル様式 

 

 必要項目の検討を行い、最終的に計画書として取りまとめます。 

 

策定〇年〇月〇日 

改定〇年〇月○日 

 

株式会社○○○○ 

 

 

○○ホーム災害時業務継続計画書（ＢＣＰ ） 

 

 

A．基本方針 

本ホームは、災害発生時において、次の方針に基づき事業を継続する。 

１．入居者の安全確保を図るとともに、職員の安全を確保する。 

２．入居者の生命・身体を保護するために、必要最低限のサービスを継続的に提供する。 

３．災害時のホームの状況に応じて、地域住民への支援を行う。 

これを実現するために、本ＢＣＰを策定し、平常時の職員への研修や訓練を実施、災害発生時は適切に

行動する。 

 

B．被災想定 

１．地震発生時刻 

冬季の平日朝５時（夜勤帯） 

２．想定震度    

震度５弱以上 

３．浸水／津波   

ハザードマップ上でリスクなし   

４．液状化 

液状化の可能性は低い地域 

５．ライフライン停止率予測 

 発災直後 １日後 ３日後 ７日後 １月後 

電 気 100％ 100％ 50％ 0％ 0％ 

水 道 100％ 100％ 70％ 50％ 0％ 

ガ ス 100％ 100％ 80％ 70％ 0％ 

通 信 100％ 100％ 90％ 0％ 0％ 

〇発災から３日後まではライフラインが断絶することを想定し、必要な対応を図ることとする。 

〇特に発災７日目の想定として、電気・通信は復旧するが、水道は 50％しか回復しないこととして、生活

用水や飲用水の確保を行う。 

６．建物被害   

なし 

７．ハザードマップ 

 

（図面貼付） 

 

 

 

８．人員体制 

 初動時は勤務している職員○名で対応。職員参集後は通常の３０％の体制で業務を開始。 
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C．発動基準 

ホーム所在地域において、震度５弱以上の地震が発生した場合、法人代表者がＢＣＰ   を発動する。 

また、被災後、建物が損傷し入居者に危険が及ぶ場合、又は各種災害により「警戒レベル３」が発令され

た場合は、ただちに入居者及び職員の館外避難を開始する。 

 

D．優先業務 

１．被災後数日間の業務方針 

経 過 

目安 

発災時 

夜勤者のみ 

発災後 

６時間 

発災後 

１日 

発災後 

３日 

発災後 

７日 

出勤率 ５％ ３０％ ３０％ ５０％ 100％ 

在庫量 100％ ９０％ ７０％ ２０％ 通常 

ライフライン 

復旧率 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 0％ 

水道 0％ 

ガス 0％ 

電気 50％ 

水道 30％ 

ガス 20％ 

電気 100％ 

水道 50％ 

ガス 30％ 

業務基準 
職員、入居者の

安全確認のみ 

生命と安全を守

るための必要最

低限の業務 

食事、排泄介助

中心。その他は

休止や減 

一部休止、減とす

るが、ほぼ通常に

近づける 

 

ほぼ通常に回復 

食事サービス 

 

－ 

備蓄食 

 

 

備蓄飲用水使用 

炊き出し 

栄養補助食品 

 

備蓄飲用水使用 

インフラ復旧の範

囲で調理再開 

 

備蓄又は水道に

よる飲用水使用 

インフラ復旧の範

囲で調理再開 

 

備蓄又は水道に

よる飲用水使用 

食事介助 
 

－ 

 

必要な入居者に介助 

 

口腔ケア 
－ 人員体制が整う

までなし 

必要な入居者は

うがい 

適宜介助 ほぼ通常通り 

水分補給 
人員体制が整う

までなし 

 

必要な入居者に介助 

 

 

ほぼ通常通り 

入浴介助 － 失禁等がある入

居者は清拭 
清  拭 

インフラ復旧次

第、入浴に切替 

 （※以下、管理業務、生活支援サービス等について列記） 

 

 

２．介護業務（◎：必須、〇：状況に応じて実施、×：実施しない） 

業  務 優先度 サービスレベル 

起床時 ◎ バイタルチェック、ウェットティッシュで洗顔、口腔ケア 

排 泄 ◎ 通常通り 

離 床 〇 無理に離床を勧めないこともあり 

食事・補水 ◎ 備蓄食材を使用して提供 

移 動 ◎ 介助歩行者の車いす利用もあり 

入 浴 × 清拭に切り替え 

就寝前 〇 口腔ケア 

通院介助 〇 通院が可避な場合のみ実施 

 

E．避難計画書 （添付） 

 

F．研修・訓練 

訓練名 内 容 頻 度 

ＢＣＰ机上訓練 ・災害時の被害想定 

・発災時対応業務の確認 

・緊急時連絡方法確認  、等 

年１回（４月） 

※新入職員配置

後 
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避難訓練 ・入居者、近隣住民との実動訓練 

※消防訓練との整理は所轄消防署と協議 

・夜間想定の机上訓練 

・館外避難場所への誘導訓練  

※「避難計画書」（添付）に基づき実施。 

年１回（９月） 

安否確認訓練 ・居室巡回の実動訓練／机上訓練 年２回（４月、９月） 

職員参集訓練 ・参集ルート確認の机上訓練 年２回（４月、９月） 

 

G．インフラ停止への備え 

①電力停止への対応 

〇機器等の備え 

・自家発電機の稼働方法・備蓄燃料の確認（半年に１回） 

・充電器、電池、手動式備品の備蓄確認 

・自動車バッテリーからの充電機器確保 

〇最優先する設備 

【医療機器 、 照明器具 、 冷蔵庫・冷凍庫 、 照明・空調 、 ELV、通信機器 】 

 

②水道停止への対応 

〇機器等の備え 

 ・飲料水確保／入居者・職員１人当たり１．５～３Lの備蓄 

 ・生活用水削減／簡易トイレ、紙コップ・紙皿、共用浴槽の水張り 

 ・発災時の給水車用ポリタンク（５L×必要数）を常備 

〇自治体による、公園等の給水場所情報の入手方法を確認 

 

③ガス停止への対応 

〇機器等の備え 

 ・プロパンガス、五徳コンロ、ホットプレート、カセットコンロの備蓄 

 

④通信遮断への対応 

〇機器等の備え 

 ・衛星電話、MCA無線機、端末充電器、を常備 

 

H．物資の備蓄 

【備蓄品】   ※避難時物品は、添付の避難計画書に規定 

〇インフラ対応 

自家発電機      〇台 カセットコンロ    〇台 MCA無線機    〇台 給水車用ﾎﾟﾘﾀﾝｸ  〇本 

燃料       〇時間分 ガスボンベ      〇台 社用携帯電話     〇台 使い捨てカイロ   ○袋 

ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙ付き 

ポータブル発電機 〇台 

五徳コンロ      〇台 携帯電話充電器  〇台  

暖房器具       〇台 飲用水    〇Ｌ×〇本  

社用車ガソリン補充 冷房器具       〇台 生活用水      〇L   

 

〇食事用品 

品  名 数 量 消費期限 保管場所 管理担当者 

在庫米     

アルファ化米     

フリーズドライ食品      

イモ類             

乾麺               

缶詰     

粉末飲料            
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缶ジュース            

経口補水液         

保存食セット         

レトルトミキサー食       

レトルト食            

経管栄養食     

高カロリー食     

割り箸               

プラスチックスプーン     

紙食器             

万能ナイフ          

缶切り              

ゴミ袋              

食品用ラップ          

アルミホイル           

発泡クーラーボックス     

保冷剤     

 

〇介護・医療用品 

紙おむつ       〇枚 Ｐトイレ        〇台 尿器          〇個 毛布         〇枚 

紙パンツ      〇枚 簡易トイレ      〇台 ティッシュ       〇箱 医薬品       〇セット 

おしり拭き     〇箱 凝固剤        〇袋 大型ゴミ袋      〇枚 手動吸引器    〇個 

尿パッド       〇枚 携帯トイレ      〇袋 バスタオル      〇枚  

ディスポ手袋    〇枚 マンホールトイレ  一式 清拭用タオル    〇枚  

 

〇衛生用品 

石けん類       〇個 口腔ケア用品 〇セット マウスガード         〇個 医療機器 

滅菌ガーゼ     〇箱 生理用品        〇個 マスク                   〇枚 ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ   〇ロール 

歯磨き剤       〇本 介護ガウン      〇枚 消毒用アルコール 〇本  

歯ブラシ       〇本 フェイスシールド    〇個 衛生材料  

 

〇事務用品 

懐中電灯       〇本 ロウソク        〇箱 工具                    〇個 ブルーシート     〇枚 

乾電池        〇本 作業用防具類   〇セット のこぎり       〇本  リュックサック    〇個 

ヘッドライト      〇個 軍手          〇枚 文具類        一式 扇風機        〇台 

充電式ラジオ    〇台 ハンマー       〇本 拡声器        〇個  

 

【連絡先】 

○○電力 住所 

電話 

URL 

○○ガス  

○○市水道局  

（協力医療機関）  

(食材納入業者名)  

（おむつ納入業者名）  

有老協  
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I．建物・設備の点検 （被災時の点検箇所と同一） 

箇所 異常の有無 補修時期・内容 

外壁 なし  ・  あり  

屋根 なし ・ あり  

屋上高架水槽 なし  ・  あり  

開口部 なし ・ あり  

地下室 なし  ・  あり  

ボイラー室 なし ・ あり  

自家発電設備 なし ・ あり  

柱 なし  ・  あり  

エクスパンション なし  ・  あり  

共用部分のガラス窓 なし  ・  あり (必要箇所の飛散フィルム貼付) 

建物内設備（落下・転倒）防止 なし  ・  あり  

居室内家具等の落下防止 なし  ・  あり  

外部業者による各種点検 なし ・ あり (法定・任意点検) 

 

J．人的体制 

１．災害対応体制 

                          管理者  【統括チーム】         

                                事務・業務職員 

 

      

    【避難チーム】     【応急救護チーム】     【介護チーム】     【食事チーム】 

    建物管理者       看護師             フロア責任者      栄養士 

    生活支援職員     事務職員           介護職員        調理員 

      

２．職員参集基準 

職 種 
第３配備 

（震度６強以上） 

第２配備 

（震度５強・６弱） 

第１配備 

（震度５弱） 

管理者 
 

 

 

出   勤 

 

 

出   勤 

ホームに状況を確認し、必

要と判断すれば出勤 

各サービス責任者 

看護師 

防火管理者 

 

ホームの招集により出勤 

一般職員 

 

各サービス責任者の指示により出勤 

（緊急招集に備える） 

 

〇ただし、自身や家族が死傷した場合、自宅が被災した場合、出勤に危険を伴う場合、については、出

勤の必要はないものとする。この場合は適時、ホームに連絡すること。 

出勤者 

統括チーム 

避難チーム 

応急救護チーム 

介護チーム 

食事チーム 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

 

○名（         ） 

○名（         ） 

〇名（         ） 

〇名（         ） 

○名（         ） 

３．緊急時連絡方法 

１．統括チームは、ＬＩＮＥグループにてＢＣＰ   発動を職員全員に同報する。 

２．各職員は、安否状況および出勤可否について報告する。 
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K．災害発生後の業務 

［１］発災時の初動 

対 応 担当者 具体的対応内容  

（※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。） 

自身と周りにいる入居者の

身を守る行動 

  

（火災対応～避難誘導）   

負傷者の救護～搬送   

閉じ込め者の救出   

館内放送等  ※入居者の不安を軽減するため館内放送で絶えず情報

提供を行うことで効果があった。（東日本大震災、熊本地

震） 

ライフラインの状況確認   

 

［２］発災当日（参集職員到着後） 

対 応 担当者 具体的対応内容  

※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。 

職員の参集  ※ガソリンが不足し、職員が出勤できなかった。（東日本

大震災） 

居室の安否確認  ※入居者の安否確認は、フロア単位での確認ルートとし

職員が手分けして実施した。（阪神・淡路大震災） 

※居室内で物が落下し受傷する入居者あり。平時から点

検と対応が必要。（東日本大震災） 

 

ライフライン代替手段実施  ※オール電化の施設で停電が続き、サービス提供に支

障を生じた。（東日本大震災） 

※エレベーターが停止し復旧まで時間がかかった。入居

者の居室からの移動手段が必要。（東日本大震災） 

※ガス管の破損、停電による業務困難事例が多く報告さ

れた。（東日本大震災） 

※断水が続き近隣の河川から水を汲み上げて対応した。

（熊本地震） 

通信手段の確保  ※携帯電話が不通となったが、固定電話や災害時伝言

板が有効に使えた。（東日本大震災） 

建物・設備点検 事務担当者 平常時の点検箇所を目視し、損傷個所を記録する。 

（業務拠点確保）  ※事務室や共用部分が使用できず、職員、入居者全員を

別の事業所に移して業務を継続した。（熊本地震） 

連絡不能な職員の安否確認   

災害時業務開始 全員  

建物・設備の応急修理   

関係者への連絡 

・入居者家族 

・自治体、協力医 

・有老協［報告ﾌｫｰﾑを使用］ 

・近隣ホーム 

事務担当者  

防寒・防暑対策   ※余震に対し入居者が居室での生活を不安に感じるた

め、食堂に布団を敷いて全員で寝たが、簡易ストーブ等

の備蓄がなく寒さが厳しかった。（東日本大震災） 

外部の問い合わせ対応   
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［３］発災翌日から３日間 

 特に、連続勤務による職員の緊張が解けてきた時期の管理が重要。必要に応じたホーム内宿泊場所の確

保、看護職員によるバイタルチェック、ＰＴＳＤの兆候が見られた場合の対策をとる。 

対 応 担当者 具体的対応内容  

（※以下の注釈は過去の大地震での参考情報であり、

作成時に削除する。） 

発災当日以降の業務継続   

職員の健康管理  ※通常の勤務時間を短縮し、重要な業務に職員を集中さ

せるシフトを組んだ。（東日本大震災） 

建物・設備の一部復旧   

衛生管理  ※被災から時間が経過するに従って重要な業務となる。 

警備  ※  同 上 

 

［４］発災４日後以降 

対 応 担当者 具体的対応内容 

３日目以降の業務継続   

   

情報システムの復旧   

建物・設備復旧   

必要物資の調達   

 

L．地域連携 

１．近隣ホームとの連携  

被災時の連絡先 ○○ホーム 

住所： 

電話： 

メールアドレス 

入居者の相互受入れ ・当ホームでの受入可能人数：自立○名、要介護○名 

・○〇ホームでの受入可能人数：自立○名、要介護○名 

職員相互派遣 ・双方で２名程度の派遣可能 

備蓄物資の融通 ・双方で不足する物資を可能な限り提供しあう 

・必要物資の調達方法について情報交換する 

避難訓練の共同実施 ・外部避難所への避難方法、双方の建物への避難について検討する 

 

２．地域住民の支援 

 入居者へのサービス提供に支障がない範囲で、地域住民の避難を受け入れ、必要なサービス提供を行

う。 

 

〇添付資料：避難計画書 
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 Ｅ－２ 避難確保計画様式（水防法に基づく要配慮者利用施設向け） 

／国土交通省様式 

 

※エクセル形式で、1 シート目への条件入力で、２シート目に計画表が作成できる様式を国交省ＨＰに掲出。 
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洪水時の避難確保計画 

 

特別養護老人ホーム国交苑 

 

2021 年８月作成 

 

 

1．計画の目的 

この計画は、水防法第 15 条の 3 第 1 項に基づくものであり、本施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避

難の確保を図ることを目的とする。 

 

2．計画の報告 

 計画を作成及び必要に応じて見直し・修正をしたときは、水防法第 15条の 3第 2項に基づき、遅滞なく、当該計

画を市町村長へ報告する。 

 

３．計画の適用範囲 

この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。 

【施設の状況】 

人     数 

昼間・夜間 休日 

利用者 施設職員 利用者 施設職員 

昼間 昼間         

0 名 0 名 休日 休日 

夜間 夜間 0 名 0 名 

0 名 0 名         

 

【施設周辺の避難経路図】 

 洪水時の避難先は、洪水ハザードマップの想定浸水域および浸水深から、以下の場所とする。 

避難経路図 

 

 

 

 

 

                （図面貼付） 
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４．防災体制 

連絡体制及び防災体制は、以下の通りとする。 

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】 

体制確立の判断時期 
 

   
活動内容 対応要員 

以下のいずれかに該当する場合 

  

洪水予報等の情報

収集 

情報収集伝達要員 

➢  千代田区に洪水注意報発表   

➢  荒川（〇〇地点）氾濫注意情報発表 

  

  
 

  

  
 

  

 

    
 

    

以下のいずれかに該当する場合 

  

洪水予報等の情報

収集 

情報収集伝達要員 

➢  千代田区大手町に避難準備・高齢者等避

難開始の発令   使用する資器材の

準備 

避難誘導要員 

➢  千代田区に洪水警報発表 

➢  荒川（〇〇地点）氾濫警戒情報発表 保護者への事前連

絡 

情報収集伝達要員 

  

  
 

周辺住民への事前

協力依頼 

情報収集伝達要員 

  

  
 

要配慮者の避難誘

導 

避難誘導要員 

  

 

    
 

    

以下のいずれかに該当する場合 

  

施設内全体の避難

誘導 

避難誘導要員 

➢  千代田区大手町地区に避難勧告又は避難

指示（緊急）の発令   

➢  荒川（〇〇地点）氾濫危険情報発表 

  

  
 

  

  
 

  

 表内の事項のほか、統括管理者の指揮命令に従うものとする。 

 

 

 

 

 

 

注
意
体
制
確
立 

警
戒
体
制
確
立 

非
常
体
制
確
立 
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５．情報集及び伝達 

（１）情報収集 

収集する情報   収集方法 

気象情報    テレビ 

  
 

ラジオ 

  
 

インターネット 

    
➢  気象庁 HP（http://www.jma.go.jp/） 

洪水予報   千代田区からのファックス 

水位到達情報 インターネット 

水位情報   ➢  「川の防災情報」の荒川の水位到達情報発表状況 

     

     

    ➢  「川の防災情報」の荒川の水位観測所の水位 

     

     

    ➢  
気象庁 HP の洪水予報のサイト（http://www.jma.go.jp/jp/flood/） 

      

避難準備・高齢者

等避難開始、避難

勧告、避難指示

（緊急） 

防災行政無線 

テレビ 

ラジオ 

インターネット 

➢ 

千代田区のサイト（http://www.city.○○.○○.jp/○○/） 
 

  

※ 停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話を活用して情報を収集するものとし、これに備

えて、乾電池、バッテリー等を備蓄する。  

※ 提供される情報に加えて、雨の降り方、施設周辺の水路や道路の状況、斜面に危険な前兆

が無いか等、施設内から確認を行う。  

 

 

(2)   情報伝達          

①「施設内緊急連絡網」に基づき、また館内放送や掲示板を用いて、体制の確立状況、気象情報、洪水予報等の

情報を施設内関係者間で共有する。          

②体制確立時、あらかじめ市町村と調整した事項について、市町村に報告する。     

③市町村への連絡先は以下とする。          

 千代田区防災課 ○○〇〇         
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６．避難誘導 

（１）避難先 

 避難場所及び屋内安全確保を図る場所は下表のとおりとする。また、悪天候の中の避難や、夜間の避難は危

険を伴うことから、施設における想定浸水深が浅く、建物が堅牢で家屋倒壊のおそれがない場合、屋内安全確保

を図るものとする。その場合は、備蓄物資を用意する。 

（２）避難経路 

避難先までの避難経路については、「別紙１ 避難経路図」のとおりとする。 

（３）避難誘導 

避難先までの移動手段は、以下の通りとする。 

    名 称 移動距離 移動手段 

避難場所 九段下公園 0m 車両 0 台 
 

屋内安全確保 施設の３階     

 

 

 

 

７．避難の確保を図るための施設の整備 

情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する施設及び資器材については、下表「避難確保資器材等一覧」に

示すとおりである。 

これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。 

 

避難確保資器材等一覧        

備 蓄 品 

情報収集・伝達   

 

 

避難誘導    

 

 

 

屋内安全確保    

 

利用者    

 

そのほか    

 

         

浸水を防ぐための対策  

   

 

 

 

 

８．防災教育及び訓練の実施 
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従業員、施設利用者等への防災教育及び訓練は、以下の通り実施する。 

■防災に係る研修 

 毎年 4 月に新規採用の従業員を対象に防災情報及び避難誘導に関する研修を実施する。 

■防災訓練 

 毎年 4 月に新規採用の従業員を対象として避難誘導に関する訓練を実施する。毎年 5 月に全従業員を対象と

して情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。 

 

（以下、略） 
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資料参照・出典：内閣府、厚生労働省、国土交通省、東京都、茨城県、静岡県、大阪府、和歌山県、福岡県、 

沖縄県、札幌市、石狩市、守口市、 (公社)日本看護協会、(公社)日本栄養士会、(福)全国社会福祉協議会、(福)

東京都社会福祉協議会、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研(株)。    

※各団体が努められているＢＣＰの取り組みや図書等についてもご参考にしてください。 


